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第１回 独立行政法人評価委員会 議事次第

平成１３年２月１５日（木）

１３：００～１３：４５

農林水産省第２特別会議室

１ 開会

２ 委員紹介

３ 農林水産大臣挨拶

４ 委員長選任

５ 委員長代理指名

６ 農林水産省の独立行政法人及び独立行政法人評価委員会の説明

７ 議事規則の決定

８ 今後の進め方

９ 閉会



第１回 独立行政法人評価委員会資料一覧

資料１ 独立行政法人制度の概要

資料２ 農林水産省関係独立行政法人の概要

資料３ 独立行政法人設立までの沿革

資料４ 農林水産省の独立行政法人評価委員会の審議事項について

資料５ 農林水産省独立行政法人評価委員会委員・専門委員名簿



独立行政法人制度の概要

１．対象となる業務等

国民生活の安定等の公共上の見地から確実に実施される必要があり、民間に委ね

た場合には必ずしも実施されないおそれがある事務・事業を、効率的かつ効果的に

行わせるための主体が「独立行政法人」

２．独立行政法人制度の基本

（１）所管大臣の監督、関与を制限し、法人自体の自律性、効率性を発揮

（２）事前関与から事後チェック型に転換

（３）業務執行

①所管大臣は、独立行政法人の業務に関する「中期目標」（３～５年）を設定

②独立行政法人は、中期目標を達成するための「中期計画」（所管大臣の認可）

を作成

③独立行政法人は、「年度計画」（所管大臣の確認）を作成し、業務執行

（４）評価

①業務の実施状況については、各省に置かれる独立行政法人評価委員会が評価

②所管大臣は、中期目標の期間の終了時において、組織及び業務の全般にわたる

検討を行い、所要の措置を講ずる

３．組織、定員

（１）内部組織

独立行政法人の長が決定し、所管大臣に報告

（２）定員

行政機関の職員の定員に関する法律（総定員法）の対象外

４．財務、会計

（１）法人の事業運営のため、国は運営費交付金（渡し切りの交付金）を交付

（２）施設整備に係る経費として、施設費等補助金を交付

（３）国は、法人を一受託者として委託金を支払うことを妨げない

５．職員の身分

（１）農林水産省所管の法人はすべて役職員に国家公務員の身分を与えるタイプ

（２）役員は特別職、職員は一般職

（３）職員については、国家公務員法が適用されるが、一部適用除外（職階制、給与

等に係る規定）あり

（資料１）
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○ 農林水産省関係独立行政法人（１８法人）の概要

所属分 名 称 目 的 業務の範囲 主たる

科会 事務所

独立行政法人 農林水産物等の品 ・農林水産物、飲食料品及び油脂 埼玉県

農林水産消費技術 質及び表示の適正 の品質及び表示に関する調査、

農 センター 化による一般消費 分析及び情報提供

者の利益の保護 ・ＪＡＳ又は品質に関する基準が

定められた農林物資の検査

・農林物資の格付、品質管理及び

表示に関する技術上の調査・指

業 導

・ＪＡＳ法に基づく立入検査 等

独立行政法人 適正な農林水産植 ・品種登録に係る栽培試験 茨城県

種苗管理センター 物の品種登録の実 ・ばれいしょ、さとうきび等の増殖

施及び優良な種苗 に必要な種苗の生産及び配布

分 の流通の確保 ・種苗法に基づく集取 等

独立行政法人 優良な家畜の普及 ・家畜等の改良及び増殖並びに飼 福島県

家畜改良センター 及び飼料作物の優 養管理の改善

良な種苗の供給の ・家畜改良増殖法に基づく検査、

確保 収去 等

科 肥料、飼料及び土 ・肥料、飼料及び飼料添加物並び 埼玉県独立行政法人

肥飼料検査所 壌改良資材の品質 に土壌改良資材の検査

の保全 ・肥料取締法、飼料安全法等に基

づく立入検査、収去 等

独立行政法人 農薬の品質の適正 ・農薬の検査 東京都

会 農薬検査所 化及びその安全性 ・農薬取締法に基づく集取及び立

の確保 入検査 等

独立行政法人 農業を担う人材の ・青年である農業者に対する近代 東京都

農業者大学校 育成 的な農業経営を担当するのに必

要な学理及び技術の教授 等

独立行政法人 農業に関する技術 ・農業に関する多様な専門的知識 茨城県

農 農業技術研究機構 の向上 を活用して行う技術上の総合的

業 な試験及び研究

技 ・農業に関する技術上の試験及び

術 研究 等

分 生物の農業上の利 ・生物資源の農業上の開発及び利 茨城県独立行政法人

科 農業生物資源研究 用に関する技術の 用に関する技術上の基礎的な調

会 所 向上 査及び研究

・昆虫等の農業上の利用に関する

技術上の試験及び研究 等

（資料２）
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所属分 名 称 目 的 業務の範囲 主たる

科会 事務所

独立行政法人 農業生産の対象と ・農業生産の対象となる生物の生 茨城県

農業環境技術研究 なる生物の生育環 育環境に関する技術上の基礎的

所 境の保全及び改善 な調査及び研究 等

農 に関する技術の向

上

業 農業工学に係る技 ・農業土木その他農業工学に係る 茨城県独立行政法人

農業工学研究所 術の向上 技術に関する試験及び研究 等

技 食品の利用、加工 ・食料に係る資源の利用並びに食 茨城県独立行政法人

食品総合研究所 及び流通に関する 品の加工及び流通に関する試験

術 技術の向上 及び研究 等

独立行政法人 開発途上にある海 ・開発途上にある海外の地域等に 茨城県

分 国際農林水産業研 外の地域等におけ おける農林水産業に関する技術

究センター る農林水産業に関 上の試験及び研究 等

科 する技術の向上

独立行政法人 北海道の開発の推 ・北海道開発局の所掌事務に関連 北海道

会 北海道開発土木研 進に資する土木技 する土木技術に関する調査、試

究所 術の向上 験、研究及び開発

（国土交通省と共 ・土木技術に関する指導及び成果

管） の普及

独立行政法人 林木について優良 ・林木の育種事業及びこれにより 茨城県

林 林木育種センター な種苗の確保 生産された種苗の配布

野 ・上記に関する調査及び研究、講

分 習並びに指導 等

科 森林の保続培養、 ・森林及び林業に関する総合的な 茨城県独立行政法人

会 森林総合研究所 林業に関する技術 試験及び研究 等

の向上

独立行政法人 さけ類及びます類 ・さけ類及びます類のふ化及び放 北海道

さけ・ます資源管 の適切な資源管理 流

水 理センター ・上記に関する調査及び研究、講

産 習並びに指導 等

分 水産業を担う人材 ・水産に関する学理及び技術の教 山口県独立行政法人

科 水産大学校 の育成 授及び研究 等

会 水産に関する技術 ・水産に関する総合的な試験及び 神奈川独立行政法人

水産総合研究セン の向上 研究 等 県

ター



独立行政法人設立までの沿革

平成9年12月3日 行政改革会議（会長：橋本総理）が最終報告を取
りまとめ、国の事務・事業の独立行政法人化を含
む行政改革の骨格を提示

平成10年6月12日 行政改革会議の最終報告を忠実に条文化した中央
省庁等改革基本法の公布

平成11年4月27日 内閣に設置された中央省庁等改革推進本部が独
立行政法人化の対象となる国の事務・事業等を
定めた「中央省庁等改革の推進に関する方針」
を決定

平成11年7月16日 独立行政法人の共通的事項を定めた「独立行政法
人通則法」の公布

平成11年12月22日 各独立行政法人の名称、目的、業務の範囲等を定
めた独立行政法人個別法の公布 (農林水産省関係１8本）

平成12年6月7日 農林水産省独立行政法人評価委員会令を含む独
行政法人関係政令の公布

平成13年1月6日 独立行政法人通則法、個別法、評価委員会令等施
行

平成1 3年4月1日 独立行政法人設立

（資料３）



農林水産省の独立行政法人評価委員会の審議事項について

○農林水産大臣が独立行政法人に対して認可等を行う場合に意見を述べるもの

審 議 事 項 根拠法令条項

業務方法書の大臣認可の際の調査審議 通則法第28条第3項

大臣が行う中期目標の制定、変更の際の調査審議 通則法第29条第3項

中期計画の大臣認可の際の調査審議 通則法第30条第3項

中期目標の期間の終了時において大臣が行う独立行政法人の組織及び業 通則法第35条第2項

務の全般にわたる検討の際の調査審議

財務諸表の大臣承認の際の調査審議 通則法第38条第3項

利益の整理に当たり残余の額を中期計画で定めた剰余金の使途に充当す 通則法第44条第4項

る場合の大臣承認の際の調査審議

限度額を越える短期借入金及び短期借入金の借り換えの大臣承認の際の 通則法第45条第4項

調査審議

重要な財産の譲渡又は担保提供の大臣認可の際の調査審議 通則法第48条第2項

役員の報酬及び退職手当の基準に対して意見具申できる 通則法第53条第2項

積立金の処分の大臣承認の際の調査審議 個別法第11条第2項

（各個別法共通）

○独立行政法人評価委員会が主体となって行うもの

審 議 事 項 根拠法令条項

独立行政法人の各事業年度における業務の実績に関する評価 通則法第32条 第1項

評価結果の総務省に置かれる政策評価・独立行政法人評価委員会への 第3項

通知及び独立行政法人に対する勧告

上記通知及び勧告の公表 第4項

中期目標の期間における業務の実績に関する評価 通則法第34条 第1項

上記評価結果の総務省に置かれる政策評価・独立行政法人評価委員会 第3項

への通知及び独立行政法人に対する勧告

役員の報酬及び退職手当の基準に対して意見具申できる 通則法第53条第2項

注１）通則法：独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）

注２）個別法：独立行政法人個別法（法人ごとに制定）

（資料４）
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独立行政法人評価委員会委員名簿

任期：任命日から２年

会 田 一 雄 慶應義塾大学総合政策学部教授
あ い だ か ず お

有 馬 孝 禮 東京大学大学院農学生命科学研究科教授
あ り ま た か の り

石 弘 之 東京大学大学院新領域創成科学研究科教授
いし ひろゆき

井 上 眞 理 九州大学大学院農学研究院助教授
い の う え ま り

岩 渕 雅 樹 岡山県生物科学総合研究所長
い わ ぶ ち ま さ き

小 野 征一郎 東京水産大学水産学部教授
お の せ い い ち ろ う

梶 川 融 太陽監査法人代表社員
か じ か わ と お る

加 藤 真 代 主婦連合会副会長
か と う ま さ よ

幸 田 シャーミン ジャーナリスト
こ う だ

木 平 勇 吉 日本大学生物資源科学部教授
こ の ひ ら ゆ う き ち

小 林 信 一 日本大学生物資源科学部助教授
こ ば や し し ん い ち

小 林 正 彦 東京大学副学長
こ ば や し ま さ ひ こ

小 林 麻 理 富士短期大学助教授
こ ば や し ま り

坂 本 元 子 和洋女子大学家政学部教授
さ か も と も と こ

櫻 本 和 美 東京水産大学水産学部助教授
さ く ら も と か ず み

鈴 木 三 義 帯広畜産大学畜産学部教授
す ず き み つ よ し

手 島 忠 （株）ニチレイ代表取締役社長
て し ま た だ し

寺 島 光一郎 北海道乙部町長
て ら し ま こ う い ち ろ う

土 井 全二郎 ジャーナリスト
ど い ぜ ん じ ろ う

德 江 陞 藤沢市監査委員
と く え の ぼ る

中 村 祐 三 全国農業協同組合中央会常務理事
な か む ら ゆ う ぞ う

西 村 肇 （社）大日本水産会常務理事
に し む ら は じ め

間 和 彦 （有）はざま専務取締役
は ざ ま か ず ひ こ

畑 江 敬 子 お茶の水女子大学人間文化研究科教授
は た え け い こ

速 水 亨 日本林業経営者協会理事
は や み と お る

平 山 文 昭 千葉県農業試験場長
ひ ら や ま ふ み て る

松 本 聰 東京大学大学院農学生命科学研究科教授
ま つ も と さ と し

宮 城 道 子 十文字学園女子短期大学助教授
み や き み ち こ

山 下 東 子 明海大学経済学部助教授
や ま し た は る こ

山野井 昭 雄 味の素（株）代表取締役副社長
や ま の い あ き お

（五十音順、敬称略）

（資料５）
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農業分科会委員名簿

委員

井 上 眞 理 九州大学大学院農学研究院助教授
い の う え ま り

加 藤 真 代 主婦連合会副会長
か と う ま さ よ

小 林 信 一 日本大学生物資源科学部助教授
こ ば や し し ん い ち

坂 本 元 子 和洋女子大学家政学部教授
さ か も と も と こ

鈴 木 三 義 帯広畜産大学畜産学部教授
す ず き み つ よ し

手 島 忠 （株）ニチレイ代表取締役社長
て し ま た だ し

德 江 陞 藤沢市監査委員
と く え の ぼ る

間 和 彦 （有）はざま専務取締役
は ざ ま か ず ひ こ

松 本 聰 東京大学大学院農学生命科学研究科教授
ま つ も と さ と し

専門委員

菊 池 一 郎 農業
き く ち い ち ろ う

高 橋 英 三 十勝農業協同組合連合会農産部長
た か は し え い ぞ う

髙 橋 芳 幸 北海道大学大学院獣医学研究科教授
た か は し よ し ゆ き

武 田 恭 明 日本大学短期大学部教授
た け だ や す あ き

田 嶋 一 國學院大學文学部教授
た じ ま は じ め

土 居 則 子 東京家政大学短期大学部教授
ど い の り こ

長 尾 美奈子 東京農業大学応用生物科学部客員教授
な が お み な こ

日和佐 信 子 全国消費者団体連絡会事務局長
ひ わ さ の ぶ こ

深 見 元 弘 宇都宮大学農学部教授
ふ か み も と ひ ろ

佛 田 利 弘 （有）ぶった農産代表取締役専務
ぶ っ た と し ひ ろ

松 井 徹 京都大学大学院農学研究科助教授
ま つ い と お る

守 田 純 治 明治製菓（株）代表取締役副社長
も り た じ ゅ ん じ

（五十音順、敬称略）



- 3 -

農業技術分科会委員名簿

委員

石 弘 之 東京大学大学院新領域創成科学研究科教授
いし ひろゆき

岩 渕 雅 樹 岡山県生物科学総合研究所長
い わ ぶ ち ま さ き

梶 川 融 太陽監査法人代表社員
か じ か わ と お る

小 林 正 彦 東京大学副学長
こ ば や し ま さ ひ こ

中 村 祐 三 全国農業協同組合中央会常務理事
な か む ら ゆ う ぞ う

畑 江 敬 子 お茶の水女子大学人間文化研究科教授
は た え け い こ

平 山 文 昭 千葉県農業試験場長
ひ ら や ま ふ み て る

山野井 昭 雄 味の素（株）代表取締役副社長
や ま の い あ き お

専門委員

阿 部 啓 子 東京大学大学院農学生命科学研究科教授
あ べ け い こ

田 畑 哲 之 （財）かずさＤＮＡ研究所植物遺伝子研究部長
た ば た さ と し

中 村 良 太 日本大学生物資源科学部教授
な か む ら り ょ う た

永 木 正 和 筑波大学教授
な が き ま さ か ず

西 澤 直 子 東京大学大学院農学生命科学研究科教授
に し ざ わ な お こ

原 洋之介 東京大学東洋文化研究所長
は ら よ う の す け

矢 澤 進 京都大学大学院農学研究科教授
や ざ わ す す む

矢 野 秀 雄 京都大学大学院農学研究科教授
や の ひ で お

山 元 大 輔 早稲田大学人間科学部教授
や ま も と だ い す け

吉 村 淳 九州大学大学院農学研究院教授
よ し む ら あ つ し

（五十音順、敬称略）
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林野分科会委員名簿

委員

有 馬 孝 禮 東京大学大学院農学生命科学研究科教授
あ り ま た か の り

幸 田 シャーミン ジャーナリスト
こ う だ

小 林 麻 理 富士短期大学助教授
こ ば や し ま り

木 平 勇 吉 日本大学生物資源科学部教授
こ の ひ ら ゆ う き ち

寺 島 光一郎 北海道乙部町長
て ら し ま こ う い ち ろ う

速 水 亨 日本林業経営者協会理事
は や み と お る

宮 城 道 子 十文字学園女子短期大学助教授
み や き み ち こ

専門委員

井 出 雄 二 東京大学大学院農学生命科学研究科教授
い で ゆ う じ

祖父江 信 夫 静岡大学農学部教授
そ ぶ え の ぶ お

塚 本 愛 子 レディースネットワーク２１会長
つ か も と あ い こ

古 田 公 人 東京大学大学院農学生命科学研究科教授
ふ る た き み と

三 澤 文 子 木構造住宅研究所
み さ わ ふ み こ

山 本 進 一 名古屋大学大学院生命農学研究科教授
や ま も と し ん い ち

横 堀 誠 茨城県林業技術センター研究調整監兼森林環境部長
よ こ ぼ り ま こ と

（五十音順、敬称略）
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水産分科会委員名簿

委員

会 田 一 雄 慶應義塾大学総合政策学部教授
あ い だ か ず お

小 野 征一郎 東京水産大学水産学部教授
お の せ い い ち ろ う

櫻 本 和 美 東京水産大学水産学部助教授
さ く ら も と か ず み

土 井 全二郎 ジャーナリスト
ど い ぜ ん じ ろ う

西 村 肇 （社）大日本水産会常務理事
に し む ら は じ め

山 下 東 子 明海大学経済学部助教授
や ま し た は る こ

専門委員

岩 田 光 正 東京都水産試験場長
い わ た み つ ま さ

上 田 宏 北海道大学水産学部付属洞爺湖臨湖実験所長
う え だ ひ ろ し

島 秀 典 鹿児島大学水産学部教授
し ま ひ で の り

白木原 國 雄 三重大学生物資源学部教授
し ら き は ら く に お

馬 渕 正 裕 北海道胆振支庁室蘭地区水産技術普及指導所長
ま ぶ ち ま さ ひ ろ

安 田 一 郎 東京大学大学院理学系研究科助教授
や す だ い ち ろ う

安 成 梛 子 株式会社水産経済新聞社代表取締役社長
や す な り な ぎ こ

（五十音順、敬称略）


